
第１１　参考資料

（浸水害） 表面雨量指数基準 23
（土砂災害） 土壌雨量指数基準 －

流域雨量指数基準
五条川流域＝19.5、青木川流域＝11、大江用水流域＝10、
光堂川流域＝6.2、野府川流域＝6.1

複合基準※１
五条川流域＝（10、19.3）、青木川流域＝（16、7.6）、
大江用水流域＝（20、5.7）、野府川流域＝（10、5.4）、
日光川流域＝（22、14.4）

指定河川洪水予報
による基準

木曽川中流【犬山・笠松】、
愛知県日光川水系　日光川【戸苅・古瀬】

平均風速 20ｍ/ｓ
平均風速 20ｍ/ｓ　雪を伴う

降雪の深さ 12時間降雪の深さ10ｃｍ
有義波高 －
潮位 ※２

表面雨量指数基準 13
土壌雨量指数基準 140

流域雨量指数基準
五条川流域＝12.8、青木川流域＝6、大江用水流域＝8、
光堂川流域＝4.9、野府川流域＝4.8

複合基準※

五条川流域＝（10、12.5）、青木川流域＝（10、5.6）、
大江用水流域＝（6、5.1）、光堂川流域＝（8、2.9）、
野府川流域＝（6、3.6）、木曽川流域＝（6、85.7）、
日光川流域＝（8、9）

指定河川洪水予報
による基準

木曽川中流【犬山・笠松】、
愛知県日光川水系　日光川【戸苅】

平均風速 13ｍ/ｓ
平均風速 13ｍ/ｓ　雪を伴う

降雪の深さ 12時間降雪の深さ5ｃｍ
有義波高 －
潮位 －

落雷等により被害が予想される場合

視程 100ｍ
最小湿度30％で、実効湿度60％

冬期：最低気温-4℃以下
晩霜期に最低気温3℃以下
著しい着氷（着雪）が予想される場合
1時間雨量 100ｍｍ

※１　（表面雨量指数、流域雨量指数）の組み合わせによる基準値を表しています。

※２　愛知県が定める基準水位観測所（天白川河口）における高潮特別警戒水位（2.3m）への潮位の到達状況を考慮して、

　　　これによらず高潮警報を発表する場合があります。

（気象庁ウェブサイトから抜粋）

（１）実効湿度が60%以下で、湿度が30%以下であるとき。
（２）実効湿度が65%以下で、湿度が35%以下であって、かつ、平均風速10m/s以上12m/s未満の風が1時間以上
　　　続いたとき、又は続くと予想されるとき。
（３）実効湿度が70%未満で、湿度が50%未満であって、かつ、平均風速12m/s以上の風が1時間以上続いた
　　　とき、又は続くと予想されるとき。

　平均風速とは、10分間平均風速とする。
　発令した火災警報は、火災予防上市長がその必要がないと認めたときに解除する。

（一宮市火災予防条例施行規則から抜粋）

　火災警報は、火災予防上市長が危険であると認め、かつ、気象の状況が次の各号のいずれかに該当する
ときに発令する。

警報

乾燥

暴風雪
暴風

着氷・着雪

雷

波浪
大雪

霜

濃霧

記録的短時間大雨情報

強風
風雪

融雪

低温

高潮

１　 一宮市の警報・注意報発表基準　　

洪水

愛知県
西部

尾張西部市町村等をまとめた地域

府県予報区
一次細分区域

大雨

一宮市

２　火災警報発表基準　　

なだれ

－

高潮

大雪
波浪

洪水

注意報

－

大雨
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３ 気象庁震度階級関連解説表 

１ 気象庁が発表している震度は、原則として地表や低層建物の一階に設置した震度計による観測値です。この資料は、ある震度が観

測された場合、その周辺で実際にどのような現象や被害が発生するかを示すもので、それぞれの震度に記述される現象から震度が

決定されるものではありません。 

２ 地震動は、地盤や地形に大きく影響されます。震度は震度計が置かれている地点での観測値であり、同じ市町村であっても場所に

よって震度が異なることがあります。また、中高層建物の上層階では一般に地表より揺れが強くなるなど、同じ建物の中でも、階

や場所によって揺れの強さが異なります。 

３ 震度が同じであっても、地震動の振幅（揺れの大きさ）、周期（揺れが繰り返す時の１回あたりの時間の長さ）及び継続時間など

の違いや、対象となる建物や構造物の状態、地盤の状況により被害は異なります。 

４ この資料では、ある震度が観測された際に発生する被害の中で、比較的多く見られるものを記述しており、これより大きな被害が

発生したり、逆に小さな被害にとどまる場合もあります。また、それぞれの震度階級で示されている全ての現象が発生するわけで

はありません。 

震度階級 人間 屋内の状況 屋外の状況 

０ 
人は揺れを感じないが、 

地震計には記録される。 
－ 

－ 
１ 

屋内で静かにしている人の中には、 

揺れをわずかに感じる人がいる。 

２ 

屋内で静かにしている人の大半が、 

揺れを感じる。眠っている人の 

中には、目を覚ます人もいる｡ 

電灯などのつり下げ物が、わずかに 

揺れる。 

３ 

屋内にいる人のほとんどが、揺れを 

感じる。歩いている人の中には、 

揺れを感じる人もいる。眠って 

いる人の大半が、目を覚ます。 

棚にある食器類が音を立てることが 

ある。 
電線が少し揺れる。 

４ 

ほとんどの人が驚く。 

歩いている人のほとんどが、 

揺れを感じる。眠っている人の 

ほとんどが、目を覚ます。 

電灯などのつり下げ物は大きく揺れ､ 

棚にある食器類は音を立てる。座りの 

悪い置物が、倒れることがある。 

電線が大きく揺れる。自動車を運転 

していて、揺れに気付く人がいる。 

５弱 
大半の人が、恐怖を覚え、 

物につかまりたいと感じる。 

電灯などのつり下げ物は激しく揺れ、 

棚にある食器類、書棚の本が落ちる 

ことがある。座りの悪い置物の大半が 

倒れる。固定していない家具が移動 

することがあり、不安定なものは 

倒れることがある。 

まれに窓ガラスが割れて落ちる 

ことがある。 

電柱が揺れるのがわかる。 

道路に被害が生じることがある｡ 

５強 

大半の人が、物につかまらないと 

歩くことが難しいなど、行動に 

支障を感じる。 

棚にある食器類や書棚の本で、 

落ちるものが多くなる。 

テレビが台から落ちることがある。 

固定していない家具が倒れることが 

ある。 

窓ガラスが割れて落ちることが 

ある。補強されていないブロック塀 

が崩れることがある。 

据付けが不十分な自動販売機が 

倒れることがある。自動車の運転が 

困難となり、停止する車もある。 

６弱 立っていることが困難になる。 

固定していない家具の大半が移動し、 

倒れるものもある｡ドアが開かなくなる 

ことがある｡ 

壁のタイルや窓ガラスが 

破損、落下することがある。 

６強 
立っていることができず、 

はわないと動くことができない。 

揺れにほんろうされ、動くことも 

できず、飛ばされることもある。 

固定していない家具のほとんどが 

移動し、倒れるものが多くなる。 

壁のタイルや窓ガラスが 

破損、落下する建物が多くなる。 

補強されていないブロック塀の 

ほとんどが崩れる。 

７ 

固定していない家具のほとんどが 

移動したり倒れたりし、飛ぶことも 

ある｡ 

壁のタイルや窓ガラスが 

破損、落下する建物が 

さらに多くなる。補強されている 

ブロック塀も破損するものがある。 

（気象庁ウェブサイトから一部抜粋） 
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４ 災害対策基本法における市（市長）の責務及び権限 
（災害発生時又はその恐れのあるときの対応項目）

【責務】 

１ 災害に関する情報の収集及び伝達（第 51 条） 

２ 災害の状況及び対応措置の概要報告（第 53 条）：市→県 

  〔報告事項〕 

  ① 災害の原因          ② 災害が発生した日時 

  ③ 災害が発生した場所又は地域  ④ 被害の程度 

  ⑤ 災害に対しとられた措置 

３ 災害に関する予報・警報又は通知に係る事項の伝達（第 56 条）：市→住民 

４ 消防機関や水防団に対する出動準備・命令（第 58 条） 

５ 災害の発生防御・拡大防止に必要な応急措置の実施（第 62 条） 

６ 他の市町村長からの応援要求に応える業務（第 67 条） 

【権限】 

１ 災害対策本部及び現地災害対策本部の設置（第 23 条の２） 

２ 指定地方行政機関や指定公共機関に対する職員派遣の要請（第 29 条第２項） 

３ 電気通信設備の優先利用、警察・消防無線等の使用（第 57 条） 

  放送事業者等に対する災害に関する放送の要求（ 〃 ） 

４ 災害を拡大するおそれのある設備・物件の除去、保安その他必要な措置の指示（第 59 条） 

５ 避難のための立ち退きの指示（第 60 条） 

６ 警戒区域の設定による立入の制限・禁止・退去命令（第 63 条） 

７ 市域内の土地、建物等の一時使用・収用（第 64 条①） 

８ 応急措置の実施の支障となる工作物等の除去（第 64 条②） 

９ 住民等に対する応急措置業務への従事命令（第 65 条） 

１０ 他の市町村長等に対する応援の要求（第 67 条） 

１１ 県知事等に対する応援の要求又は応急対策実施の要請（第 68 条） 

１２ 県知事に対する自衛隊派遣の要請の要求（第 68 条の２①） 

１３ 防衛大臣に対する災害状況の通知（第 68 条の２②） ※自衛隊の自主派遣 
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５ 被害認定基準 

被害種類 認定基準 

死者 当該災害が原因で死亡し、死体を確認したもの、または死体を確認することがで

きないが死亡したことが確実なものとする。 

行方不明者 当該災害が原因で所在不明となり、かつ死亡の疑いのあるものとする。 

重傷者 

軽傷者 

災害のため負傷し、医師の治療を受けまたは受ける必要のあるもののうち、「重

傷者」とは１月以上の治療を要する見込みの者とし、「軽傷者」とは、１月未満

で治療できる見込みの者とする。 

住家全壊 

（全焼・全流失） 

住家がその居住のための基本的機能を喪失したもの、すなわち、住家全部が倒

壊、流失、埋没、焼失したもの、または住家の損壊が甚だしく、補修により元通

りに再使用することが困難なもので、具体的には、住家の損壊、焼失若しくは流

失した部分の床面積がその住家の延床面積の 70％以上に達した程度のもの、また

は住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その

住家の損害割合が 50％以上に達した程度のものとする。 

住家半壊 

（半焼） 

住家がその居住のための基本的機能の一部を喪失したもの、すなわち、住家の損

壊が甚だしいが、補修すれば元通りに再使用できる程度のもので、具体的には、

損壊部分がその住家の延床面積の 20％以上 70％未満のもの、または住家の主要な

構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その住家の損害割合

が 20％以上 50％未満のものとする。 

大規模半壊 居住する住家が半壊し、構造耐力上主要な部分の補修を含む大規模な補修を行わ

なければ当該住宅に居住することが困難なもの。 

具体的には、損壊部分がその住家の延床面積の 50％以上 70％未満のもの、または

住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その住

家の損害割合が 40％以上 50％未満のものとする。 

中規模半壊 居住する住家が半壊し、居室の壁、床又は天井のいずれかの室内に面する部分の

過半の補修を含む相当規模の補修を行わなければ当該住宅に居住することが困難

なもの。 

具体的には、損壊部分がその住家の延床面積の 30％以上 50％未満のもの、または

住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その住

家の損害割合が 30％以上 40％未満のものとする。 

半壊 住家半壊（半焼）のうち、大規模半壊、中規模半壊を除くもの。 

具体的には、損壊部分がその住家の延床面積の 20％以上 30％未満のもの、または

住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その住

家の損害割合が 20％以上 30％未満のものとする。 
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準半壊 

住家が半壊又は半焼に準ずる程度の損傷を受けたもので、具体的には、損壊部分

がその住家の延床面積の 10％以上 20％未満のもの、または住家の主要な構成要素

の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その住家の損害割合が 10％以

上 20％未満のものとする。 

住家 
現実に居住のため使用している建物をいい、社会通念上の住家であるかどうかを

問わない。 

非住家 

住家以外の建築物をいうものとする。 

なお、官公署、学校、病院、公民館、神社、仏閣等は非住家とする。 

ただし、これらの施設に、常時、人が居住している場合には、当該部分は住家と

する。 

（注） 

（１） 住家被害戸数については「独立して家庭生活を営むことができるように建築された建物または 

完全に区画された建物の一部」を戸の単位として算定するものとする。 

（２） 損壊とは、住家が被災により損傷、劣化、傾斜等何らかの変化を生じることにより、補修しな 

ければ元の機能を復元し得ない状況に至ったものをいう。 

（３） 主要な構成要素とは、住家の構成要素のうち造作等を除いたものであって、住家の一部として 

固定された設備を含む。 

令和 3年 6月 24 日付け府政防 670号（内閣府政策統括官（防災担当） 

「災害の被害認定基準について」より抜粋 
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１　人、住家被害等

次に掲げる事項の一に該当したとき。

・一宮市災害対策本部が設置されたとき。
・災害救助法適用基準に該当する程度の災害が発生したとき。
・災害及びそれが及ぼす社会的影響等からみて、報告の必要があると
　認められるとき。

［愛知県に報告できなかった場合にあっては内閣総理大臣（消防庁）に報告］

（注）県災害対策本部が設置されていない場合の報告先は、防災安全局とする。

２　河川被害

・準用河川等について

［愛知県に報告できなかった場合にあっては内閣総理大臣（消防庁）に報告］

報
告
を
要
す
る
場
合

報

告

系

統

６　報告要領

報
告
を
要
す
る
場
合

報

告

系

統

一宮市災害対策本部が設置された場合で、重大な被害（河川管理施設の損壊、河川の
堤防が決壊又は水があふれた（溢水）とき等。）が発生したとき、及び、応急復旧し
たとき。

一 宮 市
（災害対策本部）

県災害対策本部
（防災安全局）

一宮警察署 愛知県警察本部

一 宮 市
（災害対策本部）

県災害対策本部
（防災安全局）

一宮建設事務所
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３　道路施設被害

次に掲げる事項の一に該当したとき。

・一宮市災害対策本部が設置されたとき。
・事前通行規制区間外の通行規制及び事後通行規制を生じたとき。
・重大な災害等が発生したとき。
・事前通行規制を生じたとき。
・応急復旧したとき。
・通行規制を解除したとき。

・市内の道路について

［愛知県に報告できなかった場合にあっては内閣総理大臣（消防庁）に報告］

４　鉄道施設被害

報
告
を
要
す
る
場
合

報

告

系

統

報
告
を
要
す
る
場
合

重大な被害（不通区間を生じたとき。）が発生したとき、及び応急復旧したとき。

報

告

系

統

一 宮 市
（災害対策本部）

県災害対策本部
（防災安全局）

一宮警察署 愛知県警察本部

一宮建設事務所

県災害対策本部
（防災安全局）

日本貨物鉄道株式会社
東海支社

名古屋鉄道株式会社
名鉄一宮駅

一宮市災害対策本部

東海旅客鉄道株式会社
尾張一宮駅

東海旅客鉄道株式会社

名古屋鉄道株式会社
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５　電信電話施設被害

６　電力施設被害

報

告

系

統

報

告

系

統

報
告
を
要
す
る
場
合

重大な被害（１５４ＫＶ系１次変電所以上が供給停止したとき。）が
発生したとき、及び応急復旧したとき。

報
告
を
要
す
る
場
合

重大な被害（通信不通区間を生じたとき。）が
発生したとき、及び応急復旧したとき。

県災害対策本部
（防災安全局）

西日本電信電話株式会社
東海支店

（設備部災害対策室）

一 宮 市
（災害対策本部）

県災害対策本部
（防災安全局）

中部電力パワーグリッド
株式会社 一宮支社

中部電力パワーグリッド
株式会社 本社

一 宮 市
（災害対策本部）
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７　ガス施設被害

８　上下水道施設被害

［愛知県に報告できなかった場合にあっては内閣総理大臣（消防庁）に報告］

報

告

系

統

※市は、前記の報告の他、災害発生に伴い、消防機関への１１９番通報が殺到した場合、
　火災・災害等即報要領にもとづき国（消防庁）及び県に報告する。

報
告
を
要
す
る
場
合

重大な被害（中圧導管の事故により需要家のガス供給を停止したとき。）が
発生したとき、及び応急復旧したとき。

報

告

系

統

報
告
を
要
す
る
場
合

一宮市災害対策本部が設置された場合で、
重大な被害が発生したとき、及び応急復旧したとき。

県災害対策本部
（防災安全局）

東邦ガスネットワーク株式会社
一宮事業所

東邦ガスネットワーク株式会社
災害対策本部本部室

一 宮 市
（災害対策本部）

県災害対策本部
（防災安全局）

一 宮 市
（災害対策本部）

上水道施設
（上水施設復旧班）

下水道施設
（下水施設復旧班）

一宮建設事務所
一宮市上下水道部
（災害調整室）
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項目 内容

被害状況の把握
車両、航空機等状況に適した手段によって情報収集活動を行い
被害の状況を把握する。

避難の援助
避難の命令等が発令され、避難、立ち退き等が行われる場合で
必要があるときは、避難者の誘導、輸送等を行い、避難を援助する。

遭難者等の
捜索救助

行方不明者、傷者等が発生した場合は、
通常、他の救援活動に優先して、捜索救助を行う。

水防活動
堤防、護岸等の決壊に対しては、
土のう作成、運搬、積込み等の水防活動を行う。

消防活動

火災に対しては、利用可能な消防車その他の防火用具
（空中消火が必要な場合は航空機）をもって、
消防機関に協力して消火に当たるが、
消火薬剤等は、通常関係機関の提供するものを使用するものとする。

道路又は水路の
啓開

道路若しくは水路が損壊し、又は障害物がある場合は、
それらの啓開又は除去に当たる。

応急医療、救護
及び防疫

被災者に対し、応急医療、救護及び防疫を行うが、
薬剤等は、通常関係機関の提供するものを使用するものとする。

人員及び物資の
緊急輸送

救急患者、医師その他救援活動に必要な
人員及び救援物資の緊急輸送を実施する。
この場合において航空機による輸送は、
特に緊急を要すると認められるものについて行う。

給食及び給水
及び入浴支援

被災者に対し、給食、給水及び入浴支援を実施する。

物資の無償貸付
又は譲与

「防衛省所管に属する物品の無償貸付及び譲与等に関する省令」
（昭和33年総理府令第1号）に基づき、被災者に対し
生活必需品等を無償貸付し、又は救じゅつ品を譲与する。

危険物の
保安及び除去

能力上可能なものについて火薬類、爆発物等危険物の
保安措置及び除去を実施する。

その他
その他臨機の必要に対し、自衛隊の能力で対処可能なものに
ついては、所要の措置をとる。

（「防衛省防災業務計画」から一部抜粋し作成）

７　自衛隊災害派遣活動範囲
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８ 自衛隊ヘリコプターによる災害派遣受入れ準備 

１ 事前の準備 

（１）へリポート用地として、下記の基準を満たす地積を確保する。その際、土地所有者又は

管理者との調整を確実に実施しておく。

（２）へリポートの位置確認のため、ヘリポート及びその周辺地域を含む地図（縮尺１万分の

１程度のもの）を提供する。

（３）夜間等の災害派遣に備えて、ヘリコプターの誘導のための照明器具を配備するとともに、

緯度・経度によりヘリポート位置を明らかにする。

（４）自衛隊があらかじめ行う各へリポートへの離着陸訓練の実施に対して協力する。

(a-1)小型機(OH-6)の場合《標準》 (a-2)小型機(OH-6)の場合《応急》 

（単位：ｍ） 

着陸帯

着陸点 30 5 

5 

30 

10°

450 

着陸帯

着陸点 20 5 

5 

20 

15°

450 

※進入角を遮る建物等により、着陸できない可能性があります。 
特に、送電線等の有無も考慮してください。 

着陸帯設定時における留意事項 

●ヘリの進入角の目安 

●ダウンウォッシュの考慮

※着陸帯等の諸元は、離着陸のための必要最小限の数値であり、この他、ヘリの離発着時における 
ダウンウォッシュ（吹き下ろし流）に注意する必要があります。 
① 着陸帯の状況：砂塵・小石の巻き上げ 
② 着陸帯の周辺の状況（離発着経路を含む。）：風により飛散・破壊する物の有無 

843



(b-1)中小型機(UH-1)の場合《標準》 (b-2)中小型機(UH-1)の場合《応急》 

(c-1)大型機(UH-60J)の場合《標準》  (c-2)大型機(UH-60J)の場合《応急》 

(d-1)大型機(CH-47 及び V-107)の場合《標準》 (d-2)大型機(CH-47 及び V-107)の場合《応急》

（単位：ｍ） 

着陸帯

着陸点 100 20 

20 

100 

6°

450 

着陸帯

着陸点 70 20 

20 

70 

8°

450 

着陸帯

着陸点 45 15 

15 

45 

6°

450 

着陸帯

着陸点 45 15 

15 

45 

8°

450 

着陸帯

着陸点 36 6 

6 

36 

8°

450 

着陸帯

着陸点 30 6 

6 

30 

14°

450 
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２ 受入時の準備 

（１）着陸点には、 Ｈ 記号を風と平行方向に向けて表示するとともに、ヘリポートの近く

に上空から風向、風速の判定ができる吹き流しを掲揚する。

（２）ヘリポート内の風圧に巻き上げられるものは、あらかじめ撤去する。

（３）砂塵が舞い上がる時は散水、積雪時は除雪又はてん圧を実施する。

（４）ヘリポート付近の住民に対して、ヘリコプターの離着陸等について広報を実施する。

（５）物資を搭載する場合は、その形状と重量を把握し、事前に自衛隊と調整を行う。

（６）離着陸時のヘリポートには、関係者以外立ち入らせない。

  ア  Ｈ 記号の基準

ア 吹き流しの基準

30cm
以上

3m 
以上

45cm
以上

2m
以上

4m 以上

進入方向

進入方向

○石灰で標示、積雪時は墨汁、

絵具等で明瞭に標示。

60cm 以上
20cm 以上（赤） （白）

○生地は繊維

○型は円形帯

（注）吹き流しが無い場合は、吹き流し

   に準ずる規格の旗を掲揚。
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（１）2002年10月22日（火）実施訓練（地震想定）

ア　発令時間 午前5時46分発令（阪神・淡路大震災発生同時刻）

イ　対象人員 267 人

ウ　参集人員 262 人

エ　参集結果

徒歩 自転車 単車 その他

2 23 6 1 32 (12.2%)

7 90 13 16 126 (48.1%)

8 45 7 13 73 (27.9%)

2 15 3 5 25 (9.5%)

2 3 0 1 6 (2.3%)

0 0 0 0 0 (0%)

0 0 0 0 0 (0%)

21 176 29 36 262 (100%)

（注）5人 の差は、病欠、出張等によるもの。

（２）2005年11月18日（金）実施訓練（地震想定）

ア　発令時間 午前5時30分発令

イ　対象人員 320 人

ウ　参集人員 302 人

エ　参集結果

徒歩 自転車 単車 その他

10 52 4 1 67 (22.2%)

7 103 10 12 132 (43.7%)

5 51 6 10 72 (23.8%)

4 11 0 10 25 (8.3%)

2 1 0 2 5 (1.7%)

0 0 0 0 0 (0%)

0 1 0 0 1 (0.3%)

28 219 20 35 302 (100%)

（注）18人 の差は、病欠、出張等によるもの。

3時間超

合　　　計

1時間超　1時間30分以内

1時間30分超　2時間以内

2時間超　2時間30分以内

2時間30分超　3時間以内

30分以内

30分超　1時間以内

合　計

経過時間

30分以内

30分超　1時間以内

1時間超　1時間30分以内

3時間超

９　地震時における職員登庁の推計（職員非常参集訓練結果）

合  計

1時間30分超　2時間以内

2時間超　2時間30分以内

2時間30分超　3時間以内

経過時間 合  計
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機関名 所在地 連絡窓口 電話番号

愛知県

防災安全局災害対策課 名古屋市中区三の丸3-1-2 災害対策グループ 052-954-6193

災害対策本部 名古屋市中区三の丸3-1-2 総括部総括班 052-971-7105

尾張県民事務所 名古屋市中区三の丸2-6-1 防災安全課 052-961-1474

一宮建設事務所 一宮市今伊勢町本神戸字立切1-4
総務課
企画・防災グループ

0586-72-1417

尾張農林水産事務所
　一宮支所

一宮市花池1丁目4-35
建設課
換地・指導グループ

0586-45-7121

一宮警察署 一宮市本町1丁目6-20 警備課 0586-24-0110

指定地方行政機関

名古屋地方気象台 名古屋市千種区日和町2-18
防災業務課
観測予報課(夜間休日)

052-751-5124
052-751-0909

中部地方整備局
名古屋市中区三の丸2-5-1
（名古屋合同庁舎第２号館）

企画部防災課 052-953-8357

指定公共機関

日本郵便株式会社
　一宮郵便局

一宮市白旗通3丁目21 総務部 0586-72-4007

西日本電信電話株式会社
　東海支店

名古屋市中区大須4-9-60 災害対策室 052-291-2225

日本赤十字社一宮市地区 一宮市栄3丁目1-2 事務局 0586-73-0696

東海旅客鉄道株式会社
　尾張一宮駅

一宮市栄3丁目1-1 事務室 0586-24-6035

東邦ガスネットワーク株式会社
　一宮事業所

一宮市音羽1丁目1-13 営業課 0586-73-0101

中部電力パワーグリッド株式会社
　一宮支社

一宮市浜町6丁目2 総務グループ 0586-73-7140

指定地方公共機関

愛知県尾張水害予防組合
一宮市今伊勢町本神戸字立切1-4
（愛知県一宮建設事務所内）

事務局 0586-72-8555

名古屋鉄道株式会社
　一宮幹事駅

一宮市新生1丁目1-1 一宮幹事駅 0586-23-2714

一般社団法人
　愛知県トラック協会

名古屋市瑞穂区新開町12-6 総務課 052-871-1921

公益社団法人
　愛知県医師会

名古屋市中区栄4-14-28
医療業務部
地域医療第1課

052-241-4138

一般社団法人
　愛知県歯科医師会

名古屋市中区丸の内3-5-18 事業部 052-962-8020

一般社団法人
　愛知県薬剤師会

名古屋市中区丸の内2-3-1 事務局 052-231-2261

一般社団法人
　愛知県ＬＰガス協会

名古屋市中区大須4-12 事務局 052-261-2896

１０　防災関係機関及び連絡窓口
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機関名 所在地 連絡窓口 電話番号

公共的団体その他

一般社団法人
　一宮市医師会

一宮市貴船町3丁目2 事務局 0586-71-7531

一般社団法人
　一宮市歯科医師会

一宮市貴船町3丁目2 事務局 0586-24-2868

一般社団法人
　一宮市薬剤師会

一宮市貴船町3丁目2 事務局 0586-24-1127

愛知西農業協同組合 一宮市北小渕字道上15-1 総務課 0586-71-6811

一宮商工会議所 一宮市栄4丁目6-8 総務課 0586-72-4611

尾西商工会 一宮市小信中島字川南36 事務局 0586-62-9111

木曽川商工会 一宮市木曽川町黒田字宝光寺東20 事務局 0586-87-3618

一宮市赤十字奉仕団 一宮市栄3丁目1-2 事務局 0586-73-0696

一宮災害対策建築協力会 一宮市せんい2丁目9-5 事務局 0586-77-7711

一宮市建設協同組合 一宮市浅野字西大土105-1 事務局 0586-76-4511

一宮土木協同組合 一宮市大和町苅安賀花井町浦2860－2 事務局 0586-44-7257

協同組合一宮グリーンクラブ 一宮市本町1丁目7-2 事務局 0586-26-3305

一宮災害対策電気協会 一宮市大宮3丁目5-25 事務局 0586-72-8286

一宮（管）防災委員会 一宮市大志1丁目6-19 事務局 0586-71-4475

一宮市指定水道工事店
　協同組合

一宮市緑4丁目5-33 事務局 0586-73-3381

一般社団法人
　愛知県LPガス協会西部支部

一宮市昭和2丁目2-2 事務局 0586-45-3366

愛知県社会保険労務士会 名古屋市熱田区三本松町3-1 事務局 052-889-2800
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